
鹿児島県は，（財）日本環
境協会の承認を得てエコ
マークをシンボルマーク
として使用しています。

Title:02環境-表紙.ec6 Page:1  Date: 2005/04/06 Wed 17:43:18



Title:01温暖化-表紙.ec6 Page:2  Date: 2005/04/06 Wed 17:47:45



はじめに

本県は，南北約600キロメートルにも及ぶ広大な県土に，多くの島々や長い海岸線を有

し，桜島や鹿児島湾，我が国で最初に国立公園に指定された霧島，世界自然遺産として登

録された屋久島，サンゴ礁や希少な野生動植物が見られる亜熱帯の奄美の島々など，特色

あるすぐれた自然に恵まれています。私たちは，これらの豊かな自然と共に生活を営み，

産業を興し，個性ある文化をつくり出してきており，このふるさとのかけがえのない環境

を守り，次の世代に引き継いでいく責務があります。

また，今日の環境問題は，生活排水による水質汚濁や廃棄物量の増大などの身近な環境

問題から，地球温暖化，酸性雨などの地球規模の環境問題に至るまで多様化，深刻化して

います。これらの問題の多くは，私たちの日常生活，事業活動に深く関係しており，解決

， 。のためには行政や事業者のみならず 私たち一人一人の主体的な行動が求められています

そして，私たちは，環境が人間のみならず，すべての生命の母体であることを深く認識

し，自らのライフスタイルや経済社会システムの在り方を見つめ直すことによって，環境

への負荷の少ない持続的な発展が可能な社会の創造を目指さなければなりません。

そのために，私たち一人一人が「地球市民」として環境問題に取り組むことが求められ

ており，問題の本質や取組の方法を自ら考え，解決する能力を身につけ，自ら進んで環境

問題に取り組む人材の育成や様々な体験活動の機会の提供など環境教育環境学習の果た

す役割はますます重要になってきています。

この県環境学習推進基本方針は 「環境教育等推進法」により，国が定めた基本方針等，

に基づき策定したもので，人と自然が共生する環境にやさしい社会づくりのための環境保

全の意欲の増進や環境学習の推進方策を示しており，今後，県においては，この基本方針

に沿って，様々な施策事業に積極的に取り組むこととしています。県民の皆様もこの基

本方針を御理解いただき，職場，学校，地域社会，家庭など様々な場において，環境保全

活動や環境学習に取り組まれますようお願いします。

終わりに，この方針の策定に当たり，熱心に御審議いただきました鹿児島県環境審議会

総合政策部会の委員の皆様方をはじめ，貴重な御意見御提言を賜りました多くの方々に

心から感謝を申し上げます。

平成１７年３月
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第１章 基本方針策定の趣旨

１ 背 景

（１）環境問題の現状

本県は南北６００ｋｍにも及ぶ広大な県土に，世界自然遺産( 1)に登録された屋久*

島や亜熱帯海洋性の自然を有し，固有種希少種など貴重な動植物が生息生育す

る奄美群島をはじめ，自然公園( 2)や自然環境保全地域( 3)など多くの優れた自然が* *

存在するとともに，多種多様な野生生物が分布する生物多様性( 4)の高い地域です。*

近年，自然に親しみたいというニーズの高まりなどにより自然公園の利用者が増加

する傾向にあり，一部の地域では利用者の過度の集中，マナーの悪さに伴う自然荒廃

やゴミの散乱などの問題が発生しています。

また，希少野生生物調査の結果，県内において絶滅のおそれのある動植物種( 5)が*

約1,200種類にも上ることも明らかになっています。

一方，生活排水等による水質汚濁や自動車排出ガス等による大気汚染，有害化学物

質による環境汚染問題をはじめ，生活産業活動に伴う廃棄物の増大や多様化の問題

も発生しています。

さらに，環境問題は地球温暖化( 6)やオゾン層( 7)の破壊，酸性雨等といった地球* *

規模の広がりを持つ問題に至るまで広範にわたっており，とりわけ化石燃料等の大量

消費による二酸化炭素等の排出が地球環境に多大な影響を及ぼすまでに至った地球温

暖化の問題は，我々人類が直面するもっとも大きくかつ重要な環境問題となっていま

す。

地球温暖化を防止するために採択された京

都議定書( 8)がロシアの批准により平成１７*

年２月１６日に発効しました。国内の二酸化

炭素をはじめとする温室効果ガス排出量が増

加を続ける日本にとっては，その削減目標の

達成が喫緊の課題となっています｡

写真提供：特定非営利活動法人気候ネットワーク

*1 世界自然遺産

世界自然遺産は，世界遺産条約第２条で「鑑賞上，学術上又は保存上顕著な普遍的価値を有する，特

徴ある自然の地域，脅威にさらされている動植物の種の生息地，自然の風景地等」と定義され，保護の

対象とされるものです。日本からは屋久島（鹿児島 ，白神山地（青森秋田）が自然遺産として登録さ）

れています。

*2 自然公園

自然公園には，すぐれた自然の風景地を保護するため，自然公園法に基づき国が指定する国立公園及

び国定公園とともに，県が指定する県立自然公園の３種類があります。
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（２）環境問題への取組の必要性の高まり

このように，私たちは，今，効率性や利便性の追求の結果としての温室効果ガスや

廃棄物の増加，さらには身近な生きものの減少といった多種多様な課題に直面してい

ます。

私たちは，環境を介して将来の世代ともつながっており，子孫が祖先と同じように

地球に生き，その恵みで生活していくことができるようにしなければなりません。子

孫の未来は，今を生きる私たちがどのような行動や生活をするかによって大きく左右

されます。

このような環境問題に適切に対応していくためには，これまでの大量生産大量消

費大量廃棄型の社会経済活動や生活スタイルを見直し，環境への負荷の少ない循環

を基調とする社会の実現，人と自然が共生する環境にやさしい社会の実現を目指し，

県民事業者行政がそれぞれの立場と役割において，自主的積極的な取組を進め

*3 自然環境保全地域

自然的社会的条件から自然環境を保全することが特に必要な重要地域として，自然環境保全法又は県

自然環境保全条例に基づいて指定されている地域です。具体的には，すぐれた天然林，特異な地形，す

ぐれた野生生物の生息地などを有する地域がこれに当たります。県内では，国の自然環境保全地域とし

て「屋久島原生自然環境保全地域」及び「稲尾岳自然環境保全地域」が，県の自然環境保全地域として

「木場岳」及び「万九郎」が指定されています。

*4 生物多様性

様々な生物が相互の関係を保ちながら本来の生息環境の中で繁殖を続けている状態のことで，生態系

（生物群集 ，種，遺伝子の３つのレベルがあります。）

*5 絶滅のおそれのある動植物種

絶滅の危機にある動植物のリストであるレッドデータブックでは，絶滅の危機の度合いによって，絶

滅種，絶滅危惧種，危急種，希少種と分類しています。

生息環境の破壊や乱獲などが絶滅の原因ですが，現在においては，地球が始まって以来のスピードで

生物の絶滅が進んでいるといわれています。

*6 地球温暖化

地球温暖化は，化石燃料の大量消費などによって二酸化炭素などの温室効果ガスが大気中に増え，地

， ， ， ， 。球表面の気温が上昇する現象で これにより 気象の変化 海面上昇 健康への影響等が懸念されます

18世紀の産業革命以降，地球の大気中の二酸化炭素濃度は，石炭や石油などの化石燃料を大量に消費す

るようになったため，この200年ほどで急激に増加しています。

*7 オゾン層

地表から10～50キロメートル上空の成層圏にある，オゾンという気体を高濃度に含む層で，太陽から

くる有害な紫外線を吸収し，地上の生物を保護する役目を果たしています。

近年，南極上空のオゾンの濃度が急激に減少する，いわゆるオゾンホールという現象が観測され，人

間が作り出した物質であるフロンがオゾン層を破壊していることがわかってきました。

このため，このフロンなどの使用を削減する国際的な条約（ウィーン条約）が締結されるなど，オゾ

ン層を守るために国際的な取組が行われています。

*8 京都議定書

平成９年１２月に京都で開催された，気候変動枠組条約の第３回締約国会議（ＣＯＰ３）で採択され

た議定書。地球温暖化防止のために削減すべき温室効果ガスの種類，削減数値目標，国内対策以外の達

成手段，達成期間，基準年，議定書の発効要件等が定められました。平成１４年６月に日本は批准しま

した。世界最大の二酸化炭素排出国のアメリカが平成１３年３月に京都議定書の不支持を表明しました

が，平成１６年１１月にロシアが批准したことから平成１７年２月１６日に発効しました。
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るとともに県民一人一人が家庭で，学校で，地域で，職場で自ら進んで環境問題に取

り組むことが必要になってきています。

このようなことから，環境問題の本質や取組の方法を自ら考え，解決する能力を身

につけ，自ら進んで環境問題に取り組む人材を育成するための環境学習が重要になっ

てきています。

（３）環境学習等をめぐる最近の動き

平成５年１１月制定の環境基本法( 9)や平成１２年６月制定の循環型社会形成推進*

基本法( 10)では，環境学習に関する条項が定められており，平成１３年７月改正の*

学校教育法と社会教育法では，自然体験活動やボランティア活動等の充実が規定され

るなど，環境保全活動や環境学習の振興が法律の中に規定されるようになってきてい

ます。

そのような中にあって，環境保全意欲の増進と環境教育の推進を目指して「環境の

保全のための意欲の増進及び環境教育の推進に関する法律」が平成１５年７月に制定

されたところです。

この法律に基づき国の基本方針が平成１６年９月に定められ，その中で次のような

基本的な考え方が示されています。

①あらゆる主体が環境保全に取り組み，その輪が広がる環境を整備していくこと。

②環境やいのちを大切にし，具体的行動をとる人材を育成すること。

③自発性の尊重，役割分担連携等に配慮すること。

また，県や市町村においては国の基本方針を勘案して地域の自然的社会的条件に応

じた環境保全意欲の増進と環境教育の推進に関する方針等の作成に努めることとされ

ています。

*9 環境基本法

環境の保全についての基本理念や国の環境保全政策の基本となる事項について定めた法律で，平成５

。 ， 「 」，年に制定されました この法律では 環境保全についての３つの基本理念 環境の恵沢の享受と継承等

「環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会の構築等」及び「国際的協調による地球環境保全の積

極的推進」が示されています。

*10 循環型社会形成推進基本法

大量生産，大量消費，大量廃棄型の社会の在り方や国民のライフスタイルを見直し，生産から流通，

消費，廃棄に至るまでの物質の効率的な利用やリサイクルを進めることにより資源の消費が抑制され，

環境への負荷の低減が図られた「循環型社会」を形成することを目的とした法律で，平成１３年１月に

完全施行されました。
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２ 基本方針の役割

平成１３年１月に策定した２１世紀新かごしま総合計画では「人と自然が共生する環

境にやさしい社会の実現」に向けて，県民が一体となって環境保全活動や環境学習に取

り組むこととしています。

また，先般，制定された「環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推進に関す

る法律」でも持続可能な社会を目指し，環境保全の意欲の増進と環境教育の推進に取り

組むこととされたところです。

これまで，本県の環境学習については，平成２年６月に策定した「県環境学習推進基

本方針」に基づき推進してきましたが，環境学習を巡る情勢が大きく変化してきている

ことから，今回，この法律に基づき定められた「環境保全の意欲の増進及び環境教育の

推進に関する基本的な方針 （平成１６年９月に閣議決定）を勘案して，本県の自然的」

社会的条件に応じた新たな「県環境学習推進基本方針」を作成しました。

県においては，今後，環境保全の意欲の増進や環境学習の推進については，この基本

方針に沿って総合的かつ体系的に取り組むこととしています。

県民や事業者などあらゆる主体においてもこの基本方針の趣旨に沿った活動が展開さ

れることを期待しています。

環境学習の定義

環境学習と環境教育という言葉は並列的に利用されることもありますが，この

「鹿児島県環境学習推進基本方針」では，県民一人一人が自ら学び自ら行動すると

いうことを，県民に分かりやすくするため「環境学習」という表現を用いることと

しました。
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第２章 環境保全活動及び環境学習の現状と課題

１ 環境保全活動の現状と課題

（１）現状

① 行政

県においては，ふるさと鹿児島のかけがえ

のない環境を守り育て，次の世代に引き継い

でいくため，事業者や民間団体，行政などで

構成する「県地球にやさしい県民運動推進会議」を中心として，電気水燃料の

１０％削減や，廃棄物の減量化リサイクル，川や海の環境保全に積極的に県民が

一体となって取り組む，地球にやさしい県民運動を展開しています。

これについては，平成１６年６月に設置した県地球温暖化防止活動推進センター

( 11)で広く普及啓発を行うとともに，それぞれの地域においては県民運動推進員*

等による普及啓発活動が展開されています。

また，毎年，開催される地球にやさしい県民運動推進大会の席上では，環境問題

や環境保全活動についての講演会を実施したり，環境保全活動の輪を広げるため民

間団体等の表彰も行っています。

県においては，環境保全に向けた取組を自ら率先して実行するため県庁環境保全

率先実行計画を策定し 電気 水道 用紙類の使用量等の削減やグリーン購入( 12)， ， ， *

の推進などに取り組んでいます。

さらに，市町村においては，住民や学校等の協力を得て錦江湾沿岸をはじめとす

る各地での海岸の清掃活動や主要道路での空き缶等の収集活動などの環境保全活動

が展開されています。

② 学校

多くの小中学校，高等学校において，河

川や海岸の清掃美化活動や緑化活動などが

実施されており，学校内で発生したゴミを校

内のリサイクルセンターで全校生徒が交代で

*11 県地球温暖化防止活動推進センター（ＫＣＣＣＡ）

平成１６年６月１日，鹿児島県内における地球温暖化防止に関する普及啓発活動等を行うために，

知事により（財）鹿児島県環境技術協会が指定され，かごしま県民交流センター６階の生命（いのち）

と環境の学習館を拠点に活動を行っています。

*12 グリーン購入

環境保全型商品の購入を通じて，環境への負荷を減らす行動のことをいいます。また，そうした商品

を選択して購入することにより，企業行動や流通経路の変革をも目指しており，地方公共団体，企業及

び民間団体を含めて全国的に活動が行われています。
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20種類の分別に取り組んでいる高等学校もあります。

また，地域の豊かな自然環境等を生かしたウミガメやツル，ホタルの観察保護

活動のほか，学校版ＩＳＯへの取組や漂着ゴミ調査，給食の生ゴミの堆肥化，地球

学習観測プログラムへの参加等の特色ある活動が増えてきており，身の回りの環境

に目を向けた実践的な取組が実施されています。

③ 事業者

県内には電気，水道，燃料，廃棄物等の削減や道路河川の清掃活動などの環境

保全活動に取り組む事業者も多く見られますが，これに加えて，近年，廃棄物の発

生ゼロを目指すゼロエミッションに取り組む事業者や，環境負荷の低減を目指す国

際規格である環境マネジメントシステムISO14001( 13)を事業活動に採用する事業*

， 。者も増えており その数は既に８７事業者(平成１７年１月末現在)に上っています

この他にも，全国的には環境省が提唱する環境マネジメントプログラム（エコア

クション２１）や京（みやこ）のアジェンダ２１フォーラムが認証を行っている

KES（環境マネジメントシステムスタンダード）などを採用している取組もあり

， ，ますが 県内では市民団体による簡易型の環境マネジメントシステムの認証を受け

環境負荷の低減に取り組んでいる事業者もあります。

また，本県には，原子力発電所や地熱発電所が立地して

いるとともに，豊富な風況を活用した風力発電所が多数建

設されているほか，太陽光発電システムや太陽熱利用シス

テムなどの新エネルギー( 14)の導入も進んでいます。*

なお，事業者の中には事業活動における環境保全活動へ

の取組やその結果について環境報告書として自主的に公表

するところも出てきています。

このように，事業活動における環境への負荷の低減に取

り組む事業者は増えてきつつあります。

④ 地域社会

地域社会においては，自治会，女性団体，衛生自治団体連合会，生活学校，こど

*13 環境マネジメントシステムISO14001

企業その他の組織が，その活動全般において環境負荷の低減を図るためのシステムです。環境に関す

る組織の方針，環境に配慮した活動に関する計画，その実行及び実行結果の見直しと改善，といった内

容からなります。環境マネジメントシステムの国際標準規格として平成８年９月に発行されたのが，

ISO14001です。環境負荷の削減，コスト削減，企業イメージの向上等を目指して，多くの事業所が認証

取得に乗り出しています。わが国では平成１７年１月末時点で，15,480件の事業所が認証を取得してお

り，このうち本県では８７件の事業所が認証を取得しています。

*14 新エネルギー

石油や石炭などの従来型エネルギーに代わり，今後の利用拡大が見込まれるエネルギーの総称です。

近年は，地球環境問題への対応の必要性から，環境負荷の小さいクリーンエネルギー（太陽光や風力発

電など）に特に注目が集まっています。
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もエコクラブ，その他のボランティア団体など小さなグループからある程度の広が

りをもった団体までが美化清掃活動や買い物袋持参運動，環境家計簿の記帳など

に取り組んでいます。

また，廃食油を軽油代替燃料などに再資

源化する「菜の花エコプロジェクト」や

住民からの寄付等をもとに民間団体が設立

した基金や補助金等を活用した，太陽光発

電システムによる市民共同発電所の建設の

取組などの特色ある活動も行われていま

す。

⑤ 個人・家庭

各市町村の指導もあり，家庭から排出されるゴミについては減量化リサイクル

を意識した取組がなされるとともに，環境問題への関心の高まりなどから国や市町

村の支援を受けて太陽光発電設備を設置したり，家電製品についてはより省エネ効

果の高い機器を購入するなど省エネルギーを意識した家庭の動きも増えつつありま

す。

一方，地域での清掃活動をはじめとしたボランティア活動には参加しない家庭も

見られ，このような動きは環境保全活動の推進の面だけでなく地域の連帯や共同活

動の面においても支障を来しています。

（２）課題

① 参加・取組意欲の増進

様々な美化活動等の環境保全活動がいろいろな主体において実施されています

が，参加者は一部に限られている状況が見られます。

また，家庭での電気水道の使用量や廃棄物等削減の輪の広がりも充分ではあり

ません。

地球温暖化への対応も緊急を要する問題ですが，私たちの住む地球環境が良好な

状態でないと個々人の生活や社会経済活動に支障が生じてしまいます。

このため，県民に自然環境の保全や環境問題の重要性について十分に周知し，意

識改革を図り，環境保全活動への参加や取組意欲の増進を図っていく必要がありま

す。

② 各主体との連携強化

県では，関係部局がそれぞれの目的に応じて環境保全活動の機会を提供していま

すが，さらなる連携により相互に補完し合うことで内容の充実した参集効果の高い

ものが実施できるものと思われます。

また，そうすることで限られた予算を有効に活用することも可能となります。

さらに，環境問題に取り組んでいる特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）等とも連
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携することで同様の効果が得られることが期待されます。

このため，県をはじめ市町村やＮＰＯ法人等の各主体との連携を強化していく必

要があります。

③ 情報提供体制の強化

環境保全活動に関する事業の開催時期や内容，指導者等の人材，測定観察機器

等の教材，活用できる学習施設等の情報は県や地域の各主体から独自のルートで広

報されるため，それぞれに広報の費用と手間を要しています。

情報伝達の媒体をできる限り一元化し，総合的な内容を事前に発信することで，

送り手の負担の軽減につながるとともに，受け手に入る情報量や選択肢が飛躍的に

増大し，県民が事前に日程調整を行うことも可能となり，参加者の増につながるな

どのメリットが生まれます。

このためには，県をはじめ市町村など各主体の情報をできる限り一元的に管理し

提供していく必要があります。

④ 人材の育成・活用

環境保全活動に参加した県民がその効果

を十分に体感でき，さらなる取組につなげ

ていく必要があります。

そのためには，ファシリテーター( 15)や*

コーディネーター( 16)を育成するととも*

に，活用していく必要があります。

⑤ 取組の促進

ISO14001の環境マネジメントシステムが導入されることにより環境保全活動が進

むことになりますが，その導入には多額の費用を要するため，すべての事業者が導

入することは難しい状況にあります。

また，家庭での太陽光発電設備等の新エネ省エネ設備の設置には助成措置はあ

るものの自己負担に多額を要するため全体的に普及が進んでいません。

このため，エコアクション２１やKES等の簡易型の環境マネジメントシステムの

導入促進にも配慮するとともに，新エネ省エネ設備のさらなる普及に向けた取組

を促進していく必要があります。

*15 ファシリテーター

活動の場で参加者の自発的な行動を上手に引き出したり促進したりする役割を担う人のことです。

*16 コーディネーター

様々な人や組織の間の調整やネットワークづくりを行う役割を担う人のことです。
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２ 環境学習の現状と課題

（１）現状

① 行政

県においては，県下各地の学校や地域の団体等が実施する学習講座や自然観察会

等に環境問題についての有識者である環境学習アドバイザー( 17)を派遣し，県民*

の環境保全意識を高め，環境保全活動に自主的に取り組む人材の育成に努めていま

す。

特に，次世代を担う子供たちについては「こどもエコクラブ( 18)」制度を通じ*

て地域の仲間と一緒に自然や地球環境に関心を持ち，環境保全活動に自主的に取り

組めるよう交流会やクラブのサポーター研修会等を実施しています。

また，いのちの尊さや地球環境の大切さに気づき，明日の行動を考えてもらうた

めの体験型学習施設である「生命と環境の学
い の ち

習館( 19)」をかごしま県民交流センターに設*

置しており，多くの方々が訪れています。

他にも世界自然遺産の島である屋久島にお

いては，自然保護と新しい地域づくりを目指

す屋久島環境文化村構想( 20)の先導的な事業*

として「環境学習」を位置づけ，県内はもと

より全国からの環境学習を受講したい方々を

対象に，フィールドミュージアム（自然の博物館）としての屋久島を舞台に様々な

*17 環境学習アドバイザー

， 「 」 ，市町村や企業 各種団体が実施する｢環境学習講座｣や 自然観察会 などに講師として派遣するため

県が委嘱している環境保全に関する有識者や活動実践者等です。県では平成７年度から，県内の公害･

環境保全，環境保健，消費生活，自然観察などに学識及び経験を有する方々をこのアドバイザーに委嘱

しています。

*18 こどもエコクラブ

小中学生ならだれでも参加できる環境活動を主体的に行うクラブです。家族，学校のクラス，友だ

ち同士などの数人から２０人程度で構成し，１名以上の大人の指導者（サポーター）が必要です。毎年

度，市町村窓口（環境担当課）に登録を申し込みます。平成１６年度は，県内で約１，０００名の子ど

もたちと１８０名のサポーターが，自然観察や自然保護活動，地域の清掃活動などを実践しました。

*19 生命（いのち）と環境の学習館

旧県庁跡地に平成１５年４月２２日にオープンした「かごしま県民交流センター」の６階に生命の神

秘や尊さ，地球環境の大切さを学ぶ場として整備された体験型の施設です。また，本県における環境学

習の拠点施設として，環境情報の提供，環境学習の場や機会の提供，環境保全活動リーダー等の人材育

成，こどもエコクラブ鹿児島県事務局など様々な機能を有しています。

*20 屋久島環境文化村構想

屋久島において長年にわたって形づくられてきた人と自然との関わりを環境文化としてとらえ，その

根底にある「共生と循環」の理念に基づき，自然と共生する新たな地域づくりを目指そうとする試みで

す。
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自然体験セミナー等が開催されており，奄美地域においては，奄美自然体験活動推

進協議会による自然観察会等が開催されています。また，自然の恵みを享受する産

業である農業や林業，水産業の体験学習会，県立霧島自然ふれあいセンター等の研

修施設では，一定期間泊まり込んでの自然体験活動，

県立博物館では，収蔵する資料の展示や自然観察会等

を県内各地で開催するなど様々な環境学習の場や機会

の提供を行っています。

また，市町村においても，市民団体や事業者等と連

， ，携した環境フェアの開催や 地域や学校での出前講座

昆虫の生態を通していのちの大切さを学ぶ学習会な

ど，環境問題への意識や環境保全意欲を高めるための

施策が展開されています。

② 学校

総合的な学習の時間において，豊かな自然環境の中での自然観察や動物の飼育，

植物の栽培，農業をはじめとする林業や水産業の体験などの様々な学習がなされる

とともに社会科の郷土の自然，理科の生命の学習のほか，国語科，公民科等におい

て環境問題や環境と人間との関わりについての学習が進められています。また，学

校施設内での太陽光発電システム導入やビオトープ造成などエコスクールの取組も

見られます。

このように，県内のほとんどの小中学校，高等学校で教科等での学習や体験活

動を通じて，いのちや自然の大切さを学ぶ問題解決的な学習を積極的に取り入れて

います。

③ 事業者

事業者内の職員向けに研修を実施するケー

スと，事業者が県民を対象に環境学習の機会

を提供するケースがあります。

職員向け研修については，主に環境マネジ

メントシステムの国際規格であるISO14001や

市民認証の登録を受けたところなどがその職

員教育として環境学習を実施しています。

また，事業者が環境フェアや地元イベント

などにおいて展示コーナーや体験コーナーを出展したり，あるいは事業者の施設見

学等を通じて広く県民を対象に環境学習の機会を提供する場面も見られます。

さらに，自然環境や歴史文化を対象とし，それらを体験し学ぶことを目的とし

たエコツアー等を行う事業者も屋久島や奄美等を中心に見られます。

④ 地域社会

地域では環境問題の理解のため県や市町村との連携のもとにリサイクル施設や風

力発電施設の視察，専門家による講演会の開催などに取り組んでいます。

また，各種の環境講座や自然観察会等も開催されていますが，これに対して県で
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は年間50回程度にわたり環境学習アドバイザーを派遣するなどして，地域での自主

的な環境学習を支援しています。

，「 （ ）」 ，また 特定非営利活動促進法 通称：ＮＰＯ法 が平成１０年１２月に成立し

平成１６年１０月６日現在，鹿児島県内で１３８法人が認証を受けています。これ

らの中で定款に記載された目的に，環境の保全を図る活動を掲げている法人が３１

法人あり，これらの中には県民に環境学習の機会を積極的に提供しているものも見

られます。

⑤ 個人・家庭

こどもエコクラブ活動の一環として，身近な河川の水質調査やリサイクルセンタ

ーの施設見学，さらには行政や民間団体等が提供する環境問題に関する各種のイベ

ント，講演会，学習会などへの参加も見られます。

また，県においては，インターネット等を通じて環境家計簿( 21)への記帳も進*

めています。このように，学ぶ意欲さえあれば様々な機会を捉えて個人や家族とと

もに学べる機会は数多く提供されていますが，取り組んでいる家庭は一部に止まっ

ています。

（２）課題

① 教員等の指導力向上

多くの学校で環境学習に積極的に取り組んでおり，教員は，自主的な研究会等

， ，で他の学校の先進事例を学ぶなど 自ら環境学習に関する研鑽を積んでいますが
さん

学校における環境学習の推進役として重要な役割が期待されることから，環境に

対する豊かな感受性や見識を高め，指導力の向上を図る必要があります。

また，エコツアー等を行う事業者の中には，環境学習等に関する知識や技術が

一定の水準にない者もあり，参加者の環境問題等への理解が不十分となる事例も

あることから，事業者の環境学習等に関する知識や技術を図っていく必要があり

ます。

② 体験型学習の推進

環境問題やいのちの尊さへの理解は山や

川，海等の自然に抱かれ，あるいは動植物

に触れることによって深まるものです。

このため，各教科や特別活動，総合的な

学習の時間等においては，身近な自然環境

*21 環境家計簿

通常の家計簿が金銭の出入りを通じて家庭の活動を把握し記録するのと同じように，家庭において環

境に負荷を与える行動や環境に良い影響を与える行動を把握し記録する家計簿のことです。自分の生活

を点検し，環境との関わりを再確認するための有効な試みであり，市民の手によって広がりつつありま

す。
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等を活用しながら，児童生徒の発達段階に応じた効果的な体験型学習を取り入

れることが必要です。

③ 教科等間の連携

国語科，社会科，理科等の教科や総合的な学習の時間等に行われている環境学

習はそれぞれが独立して実施されている場合が多く，全体を通しての位置づけが

明確になっていない状況が見られます。

このため，各教科等で行われる環境に関連する学習内容を明らかにするととも

に学校で行われる環境学習全体を通しての位置づけを明確にすることにより，学

習内容を結びつけるなど各教科等間の連携を図り学習効果を上げる必要がありま

す。

④ 地域人材との連携

野草や野鳥の愛好者，環境問題に詳しい人，ネイチャーゲーム( 22)や自然観察*

などの体験プログラムの指導員，地域の文化財や昔の様子を知っている人など，

自然社会文化などの各分野において学校で活用可能な人材が地域で多数活動

されています。

学習を効果的に進めるためには，これらの人材と連携し，情報や技術の支援を

受けることが必要です。

⑤ 情報提供体制の強化

， ，発達段階 活動の場やテーマに応じた適切な学習プログラムや活用できる施設

人材等の情報を迅速に入手でき，活用できる体制を構築する必要があります。

⑥ 取組の支援

県で実施している環境学習アドバイザーの派遣については，社会環境の変化に

応じた多様なニーズへの対応が求められています。

また，職場や学校などいろいろな場とつながりのある家庭で環境問題が話題に

のぼることは社会への波及効果が大きいと思われます。

このため，必要な情報提供はもちろん教材や人材等について充実を図り地域や

家庭での環境学習を支援していく必要があります。

*22 ネイチャーゲーム

昭和５４年にジョセフコーネル（米国）が発表した自然体験活動プログラムのことであり，昭和

６１年に｢ネイチャーゲーム｣として日本における普及活動がはじまりました。五感を使った様々なゲー

ムを通して,自然の不思議や仕組みを学び，自然と自分が一体であることに気づくことを目的とした活

動であり，自然に関する特別な知識がなくても，豊かな自然のもつ様々な表情を楽しめる自然体験活動

プログラムです。
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第３章 環境保全意欲の増進及び環境学習の推進に当たっての取組の方向

１ 環境保全の意欲の増進

地球温暖化をはじめとする環境問題は，社会を構成するあらゆる主体が，それを自ら

の問題として捉え，その解決のために自発的に，適切な役割分担とともに効果的な連携

の下に取り組んで行くことが重要です。

このような，自発的な活動が，主体性を生かしながら自律的に経済社会や地域の中で

定着していくよう，環境の保全に関する情報や機会の提供，人材の育成の支援等を進め

ていきます。

（１）普及啓発の充実・強化

私たちが直面している地球の温暖化，循環型社会の形成，生物多様性の保全をはじ

めとする様々な環境問題には，あらゆる主体が自らの問題としてとらえ，自発的に取

り組むことが求められていますが，中でも地球温暖化対策への対応は喫緊の課題とな

っています。

今後，県民の環境保全意欲を高めるためには，これまで以上に環境問題の現状やそ

の取組方法等について普及啓発を強化していく必要があります。

このため，地球にやさしい県民運動の事務局となり環境保全活動の普及啓発を行っ

ている県地球温暖化防止活動推進センター（かごしま県民交流センター６階「生命と
い の ち

環境の学習館」内）を中心に，あらゆる機会場を活用して県民への周知や動機付け

を行います。

また，普及啓発の手法についても，これまでのパンフレットの配布や各種媒体によ

る広報等に加え，地球にやさしい県民運動推進員の普及活動の活性化や情報提供体制

の整備，優秀な環境保全への取組の表彰を行い，環境保全活動に幅広い参加が得られ

るよう工夫します。

（２）環境保全意欲の増進のための環境の整備

① 魅力ある場の提供

県民の多くの参加を得て環境保全活動が実施されるためには，他の環境保全活動

だけでなく健康や福祉のイベント等幅広い分野と連携し県民にとって多彩な内容で

参加意欲を高めるものとなるようにします。

また，コーディネーターの発掘や育成を行うとともに，その連携に当たっては実

施主体の得意分野や他の主体にはできない特色に配慮し，それぞれの立場も尊重し

て適切な役割分担を行います。

さらに，環境保全活動に今後とも引き続き自発的に取り組む人材を育てるため，

ファシリテーターの発掘や育成を行います。
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② 情報提供体制の一元化

様々な主体の連携を促進し，また環境保全活動に多くの参加者を得るため，開催

日や内容，活用できる人材等県民やあらゆる主体が必要とする様々な情報を一元的

に収集し，そこから総合的な情報としてインターネット等を通じて県民に提供でき

るようにします。

③ 環境保全活動への支援

経済的な負担の面から事業者や家庭では具体的な取組に躊 躇するところも少な
ちゅうちょ

くありません。

このため，事業者における環境保全に向けた取組を推進するための手法の一つで

あり比較的安価で導入できる簡易型の環境マネジメントシステムについても導入を

促進するとともに，太陽光発電システム，太陽熱利用システム等の設備機器の導

入が進むようにします。

また，行政や事業者等の職員が環境に関するボランティア活動に参加しやすくな

る環境の整備に努めます。

２ 環境学習の推進

環境学習の推進に当たっては，環境学習の活動を「関心の喚起→理解の深化→参加す

る態度や問題解決能力の育成」を通じて「具体的な行動」を促し 「問題解決に向けた，

成果を目指す」という一連の流れの中に位置づけます。

また，自然や暮らしの中での体験活動や実践活動を中心に環境学習を展開するととも

に子どもに対しては遊びを通じて学ぶという観点が大切であることに留意し，総合的か

つ体系的に施策を進めます。

（１）目指す人間像

環境学習については，知識の取得や理解に止まらず，自ら行動できる人材を育むこ

とが大切です。環境学習を通じて人間と環境との関わりや人間と人間との関わりなど

について正しい認識に立ち，自らの責任ある行動により，持続可能な社会づくりに主

体的に参画できる人材を育成することを目指します。

このような人材は，家庭や地域社会の一員としての責任を持って環境に配慮した生

活や活動を進め，環境問題に積極的に取り組むことが期待されます。

また，環境学習に携わる指導者は，このような人材を育成するということを認識す

る必要があります。

（２）環境学習のねらい

上記（１）で述べた人材を育成するため，様々な場で実施される環境学習は次のよ

うな４つの視点に留意して行われる必要があります。
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① 人間と環境との関わり，環境に係る人間と人間との関わりについて学ぶこと

環境学習を通して，人間は健全な地球環境があって初めて日常の消費生活や事業

活動等が成り立っていることなどの人間と環境との関わりに関するもの，環境負荷

を生み出す社会経済の仕組みや私たちの生活や文化の在り方など人間と人間との関

わりに関するもの，その両方を学ぶ。

② 環境問題を客観的，公平な態度でとらえること

， ，環境学習では 環境問題が科学的に原因追及され対策が講じられることを踏まえ

環境問題を客観的かつ公平な態度でとらえる。

③ 恵み豊かな郷土の環境を誇りとし大切に思う心を育むこと

， ， ，環境学習を通じて環境が人間の生態にとって不可欠のみならず 物質的 精神的

学術的にも価値あるものという認識を持ち，郷土の豊かな環境を誇りとして，その

恵みを大切に思う心を育む。

④ いのちの大切さを尊ぶ心など豊かな感性を育むこと

人間という一つの生きものとして他の生きものと共に地球上に生きていくために

は，絶滅の危機に瀕している世界の生きものについて理解しそれに配慮すること，

また身近なところに息づく動植物などに触れ，生きものの生き様や生きる知恵等に

感動を得て動植物や人間のいのちの大切さやこれを尊ぶ心など豊かな感性を育む。

（３）環境学習の進め方

① 環境学習のねらいの明確化と意識付け

環境学習は実施することが目的ではなく，主体的に行動する人づくりのために一

定のねらいを持って行うものです。また，環境問題は，エネルギー，食糧，人口問

題をはじめ，身近な消費生活から社会経済の仕組みに至るまで広範に様々な事項と

相互に関連していることから，環境学習の実施に当たっては足元から地球規模まで

の広い視野，国際的な関わり，社会的文化的側面との関わりなども考慮しながら総

合的な視点で実施することも必要です。

， ， ，このため 環境学習の指導者に対し このような環境学習のねらいを明確に示し

その意識付けを図ります。

さらに，環境学習は幼児から高齢者まで全ての世代を対象に行われるものですか

ら，効果的に進めていくためには，対象者の年齢，社会の中での役割や経験，環境

問題に対する理解度など様々な点を考慮しながら実施していきます。

② 魅力ある場の提供

県民の多くの参加を得て環境学習が効果的に実施されるよう，様々な主体の連携

による学習会の開催など多彩な内容で県民の参加意欲を高める環境学習の場を提供

します。
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また，コーディネーターの発掘や育成を行うとともに，その連携に当たっては実

施主体の得意分野や他の主体にはできない特色に配慮し，それぞれの立場も尊重し

て適切な役割分担を行います。

③ 指導者への研修等の充実及び人材の育成

エコツアー等の環境学習の機会を提供する事業者の資質向上とともに地域社会に

おいて環境学習を担う人材の育成も重要であり，効果的な体験学習等が実施できる

ように研修等の機会を充実します。

さらに，ファシリテーターやコーディネーターなどの人材の発掘や育成を行いま

す。

④ 学習環境の充実・支援

学校や地域での環境学習に身近にいる指導者の支援を得ることで，ふるさとの豊

かな自然や歴史文化などを学ぶことができますが，このことは地域ぐるみで身近

な環境を守り，良くしていこうとする動きにつながることから，このような地域の

特性を生かした環境学習の推進に努めます。

また，家庭は，親，子，孫などの世代間の役割分担を通じ，環境に配慮した暮ら

しの知恵を学ぶ場であるとともに，地域，職場，学校等の様々な場とつながってい

るなど，環境保全活動に取り組む上での重要な場であることから，家庭での環境学

習の支援に努めます。

このような，様々な場での環境学習を支援するため，県が既に行っている環境学

習アドバイザーや景観アドバイザー( 23)等の人材派遣制度や地球温暖化防止活動*

インストラクター( 24)，グリーンマスター( 25)，水産業体験学習インストラクタ* *

ー等の人材登録制度等について，様々な主体の多様なニーズに対応できるよう内容

の充実を図っていきます。

*23 景観アドバイザー

地域の皆さんが地域の特性を生かした景観づくりを進めるに当たって，景観に関する専門的な知識を

有している方々を派遣し ”まちやむらの魅力ある景観づくり”について一緒に考え，より良い方向に，

アドバイスしていこうとするものです。派遣に要する費用は県が負担します。

*24 地球温暖化防止活動インストラクター

地球温暖化防止に関する県民の皆さんの理解を深めていただくため，地球温暖化対策推進法に基づい

て，知事が委嘱した方々であり，地球温暖化防止に関する情報提供や助言を行ったり，県民の皆さんか

らの相談に答えるなどの支援を行います。

*25 グリーンマスター

平成14年３月に策定された「新グリーンプラン21」では、県民企業団体行政がそれぞれの立場

で主体的にみどりづくりに参加することを目指していますが、その普及と指導を行うみどりの指導員の

ことです。県は，地域で積極的に緑化活動を実践している方を「グリーンマスター」として認定してい

ます。
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⑤ 自然や施設を活用した体験型環境学習の推進

世界自然遺産に登録された屋久島などの優れた自然環境や，里山など身近な自然

環境を環境学習のフィールドとして活用します。また 「食」と「農」を結びつけ，

た農業をはじめとする林業や水産業の体験など様々な体験活動を展開することで，

鹿児島らしい文化性・社会性についての理解を深めます。

このような活動を通じて郷土の優れた環境を誇りに思える環境学習を進めていき

ます。

また，本県の地理的条件等の特色を生かした風力発電所などの自然エネルギーを

利用した関連施設を活用することで環境学習の内容を深めることができることか

ら，体験や見学等が可能な施設の情報の提供を行います。

このため，県内各地の研修施設や博物館，自然回帰型の公園施設等の環境学習の

拠点施設での取組の充実を図ります。

なお，特に野外で体験型環境学習を行う場合には，事故やケガなどを防止するた

めの安全管理に十分な配慮が必要です。

⑥ 普及啓発の充実・強化

県民の環境学習を効果的に推進するためには，これまで以上に環境問題の現状や

その取組方法等について普及啓発を強化していく必要があります。

このため，環境学習の場に多くの参加を得るため，学習会等の開催日や内容，活

用できる人材や教材等の県民やあらゆる主体が必要とする様々な情報を一元的に収

集し，そこから総合的な情報としてインターネット等を通じて県民に提供できる仕

組みづくりを行います。

⑦ 学校における環境学習

以上に加え，特に学校での環境学習の推進に当たっては，次のような取組を進め

ます。

ア 体験型環境学習の推進

各教科，総合的な学習の時間，特別活動等を相互に関連付けた横断的・総合的

な環境学習カリキュラムを設定することが必要であり，環境学習に取り組むに当

たっては，体験をもとにした「気づき」をベースにして理解・知識を深め，行動

へつなげることが有効であると考えられることから体験型学習を推進します。

イ 教員への研修等の充実

環境問題についての教員の見識を深め，指導力を向上させ授業の充実を図ると

ともに，教員には専門家や地域の人材と学校をつなぐコーディネーターとしての

役割も期待されることから，研修等を通じて必要な資質の向上を図ります。

ウ 学習環境の充実・支援

体験活動や実践活動は，学校外の専門家や地域で環境に関する活動を実践して
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いるリーダーの参加を得て行うことが有効であることから，環境保全に関する専

門的知識と指導を行う能力を有する人材が，学校で積極的に活用されるよう，必

要な情報提供を行います。

また，環境を考慮した学校施設（エコスクール）の整備を行うとともに，既存

学校施設の改修の際には環境を考慮した改修を行うこと，地域在来種を中心とし

た緑化やビオトープ( 26)の形成も併せて推進することととし，その整備された*

施設を教材として活用した環境学習を進めていきます。

なお，環境学習については，より早い幼児期からの取組が望まれますが，その

， ， ，際には 特に 家庭をはじめ幼稚園や保育園における日常的な取組が大切であり

とりわけ自然とのふれあい，自然の中での遊び等を通じた豊かな感性を育む体験

を重視した環境学習が重要となります。

*26 ビオトープ

本来、生物が互いにつながりを持ちながら生息している空間を示す言葉だが，特に，開発事業などに

よって環境の損なわれた土地や都市内の空き地、校庭などに造成された生物の生息生育環境空間を指

して言う場合もあります。このようなビオトープ造成事業では，昆虫，魚，野鳥など小動物の生息環境

や特定の植物の生育環境を意識した空間造りが行われています。近年，都市的な土地利用が急速に進行

し，池沼，湿地，草地，雑木林などの身近な自然が消失していることから，各地にビオトープ整備が導

入されています。
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第４章 具体的な推進施策

１ 参加・取組意欲の増進

（１）参加機会の提供と魅力ある場づくり

県民がそれぞれのニーズに応じて参加できるよう，こどもエコクラブ事業をはじめ

とした多種多様な環境保全活動や環境学習の場を設定し，事前にその情報を総合的に

提供します。

また，多くの参加が得られるよう，県，市町村，ＮＰＯ法人等各主体間との連携，

さらには環境関係以外の活動とも連携して参加したくなる場を提供していきます。

例えば，川での体験学習と森林での体験学習を組み合わせるなど各主体の得意分野

やそれぞれの主体のもつ能力，資金等を生かした連携協働による取組を進めます。

そのため，県が実施するものについては，事業間の調整を行います。

（２）ボランティア活動の機運づくり

県民の環境ボランティア活動への参加を促進するため，ボランティアＮＰＯ情報

提供システム（かごしま県民交流センター内）( 27)と連携して活動の場や内容等の*

情報提供を行うとともに，職員がボランティアに参加しやすいような機運づくりに努

めます。

（３）研修等の充実

県をはじめすべての行政職員も環境に配慮した行政を推進することが重要であるこ

とから，それぞれの自治体において職員を対象とした環境に関する研修の充実を図り

ます。あわせて国などが主催する環境学習に関する講習会などへの積極的な参加を促

します。

また，事業者においては社会貢献や社会的責任として環境問題に取り組むことが求

められており，環境法規の遵守に必要な知識だけでなく，従業員に必要な知識や，判

断能力，意欲を育むとの観点から環境に関する研修の充実が必要です。

このため，事業者に対して必要な情報や環境学習プログラムの提供等を行い，効果

的な職場内研修を支援します。

*27 ボランティアＮＰＯ情報提供システム

かごしま県民交流センターが開設しているホームページによる情報提供システムであり，ボランティ

アＮＰＯに関する講座研修情報やイベントお知らせ情報など様々な情報を提供しています。

ホームページアドレス http://www.kagoshima-pac.jp/jp/db/volunteer.html
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（４）県地球温暖化防止活動推進センターによる普及啓発

① 広報の拡充強化

地球温暖化をはじめとする環境問題は，私たちの日常の消費生活や事業活動等に

深く関わっていることから，私たち一人一人の取組の必要性等について，県地球温

暖化防止活動推進センターを中心に，新聞，テレビ，ラジオ等の媒体や環境フェア

等のイベント開催，各種パンフレット教材による普及啓発を行うとともに，専門

家によるシンポジウムや講演会等を実施します。

② 地球にやさしい県民運動推進員の活動の活性化

県内各地で環境保全活動についての普及活動を実施している地球にやさしい県民

運動推進員の活動を支援するため，研修会を開催するほか家庭等での具体的な環境

保全の取組方法等を紹介したハンドブックや推進員の活動事例集を作成します。

③ 優良取組事例の表彰・公表

地域での取組が活性化するように，様々な主体の環境保全活動や環境学習への取

組の中で他の模範となるような優良事例について表彰や実践発表会等を開催すると

ともに，インターネット等を通じて県民に紹介していきます。

④ エコファミリーによる取組

市町村，学校，地球にやさしい県民運動推進員と連携して地球救助隊員として小

学生を募集の上，隊員に任命し（隊員証ワッペン交付 ，その家庭（エコファミ）

リー）で電気ガス水道使用量等の削減に家族一体で取り組む活動を進めます。

（５）環境マネジメントシステムの導入促進

環境マネジメントシステムの導入は地球温暖化防止，リサイクルの促進，職員の環

境保全意識の向上等を図る上で大変有効な手法であることから，簡易型の環境マネジ

メントシステム導入についても積極的に支援していくため，中小企業団体中央会やＮ

ＰＯ法人と連携しながら環境マネジメントシステム導入研修会を開催します。

また，行政機関も事業者であり消費者であるため，その事務事業において環境に

配慮した取組を率先して実行することが重要です。

県では，平成１０年１２月に策定した県庁環境保全率先実行計画により環境の負荷

の軽減に努めていますが，さらに率先して環境のためにできることを着実に実践する

ため，ISO14001を認証取得します。

なお，市町村においてもISO14001などの環境マネジメントシステムが導入されるよ

う，その促進に努めます。
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（６）新エネルギー・省エネルギー設備等の導入促進

太陽光発電システム，太陽熱利用システム，風

力発電，ハイブリッド自動車等の低公害車，省エ

ネ型の家電ガス製品等の設備機器の導入につ

いては，国や各種団体，市町村等の助成制度の活

用により促進されているものもありますが，さら

なる普及に努めるため，県民の環境保全の意欲の

増進を図るとともに各種の助成制度や省エネ商品

についての情報を提供していきます。

， ， ， 。また 学校においては 各種補助事業等を活用し エコスク－ルの整備に努めます

２ 人材の育成と活用

（１）教員等への研修の充実

， ， ，教員については 県総合教育センターや生命と環境の学習館 県立博物館において
い の ち

自然観察，ネイチャーゲームやプロジェクトワイルド( 28)など体験型環境学習指導*

プログラム等を取り入れた研修講座を開催するとともに，初任者研修等における環境

学習推進のためのカリキュラムの導入を進めます。併せて，国などが主催する環境学

習に関する講習会などへの積極的な参加を促します。

また，ファシリテーターやコーディネーターを養成講座等を開催し育成します。

また，これらの指導者にかかる情報を提供して地域の環境学習の効果的な運営のた

めに活用します。

さらに，エコツアー等の環境学習の機会を提供する事業者に対しても研修の機会を

設けます。

（２）地域の人的資源の発掘と活用

県が地球温暖化防止対策の普及啓発等を推進するために委嘱した地球温暖化防止活

動インストラクターや環境学習アドバイザー，環境省の登録制度である環境カウンセ

ラー，県内各地の環境保全活動リーダーをはじめ，自然観察指導員( 29)，ネイチャ*

ーゲームリーダーなど既存の体験型環境学習プログラムの指導者や野草や野鳥の愛好

*28 プロジェクトワイルド

西部地域環境教育協議会（WREEC＝現在の米国環境教育協議会（CEE ）が開発した野生生物に重点を）

置いた環境教育プログラムのことです。学習の対象は，幼稚園児から高校生までを想定し，講習による

指導者の養成を通じて普及を図っています。2002年現在、60万人以上の教育者が育成され，その実践を

受けた人は3,800万人に達します。カナダ，スウェーデン，アイスランド，チェコ，インドでも利用さ

れており，日本では，財団法人公園緑地管理財団がCEEとライセンス契約を締結し，普及と指導者育成

に当たっています。

*29 自然観察指導員

多くの人が自然とふれあい，自然の大切さを理解できるよう，自然への橋渡しなどの活動を行うボラ

ンティアです。県内では平成14年８月現在で66人の自然観察指導員が活動しています。
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者，地域史研究者など，身近に住む人材について情報を収集提供して地域の環境学

習の効果的な運営のために活用します。

（３）人材バンクの整備

環境学習の指導者となりうる人材の育成を目的とした講習会等で育成された人材や

地域の環境学習の指導者となりうる人材について情報を収集し，データベース化を進

め，生命と環境の学習館において人材バンクとして県民に提供します。
い の ち

特に，学校の環境教育で重要な体験活動や実践活動は，学校外の専門家や地域で環

境保全活動を実践している者の参加を得て行うことが有効なことから，その活用を進

めます。

なお，国が運用する人材認定等事業，環境カウンセラー登録制度に関する情報につ

いても併せて提供します。

３ 体験型環境学習の推進

（１）学校における横断的・総合的なカリキュラムの作成

各教科，総合的な学習の時間，特別活動等を相互に関連付けた横断的総合的な環

境学習カリキュラムを設定します。

併せて，低学年では自然とのふれあいなどの体験学習を重視した学習内容とし，年

齢層が高くなるにつれて実践活動を盛り込み，問題解決能力や実践的行動力を養う学

習内容に発展させるなど，年齢層学種別に応じたカリキュラムを設定します。

特に，県内すべての小学生に，ふるさとの山河や海浜などの自然にふれあう環境学

習の機会が提供できるように取り組みます。

また，ふるさとの豊かな環境に誇りを持ち，その恵みを大切に思えるよう地域の自

然や歴史文化を生かした各学校独自の取組を進めます。

（２）本県の豊かな自然や施設の活用

① 本県の豊かな自然の活用

本県には日本で最初に国立公園に指定された霧島や，世界自然遺産に登録された

屋久島，さらには世界自然遺産に値する豊かな自然をもった奄美群島などがありま

すが，この価値を再認識し，これらの環境の保全や共存について県民一人一人が考

えるような環境学習の機会を提供するととも

に，里山など身近な自然環境の保全，再生，

創出を促進します。

また，全国有数の農業県であるとともに林

業や水産業の盛んな本県の特性を生かして，

いのちや環境への理解を深めるための「食」

と「農」を結びつけた農業をはじめとする林

業や水産業の体験学習を推進します。
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また，これら地域資源をフィールドとして活用した環境学習の事例について情報

を収集し提供することにより，郷土の優れた環境を誇りに思える環境学習を進めま

す。

なお，特に野外で体験型環境学習を行う場合には，事故やケガなどを防止するた

めの安全管理への配慮を推進します。

② 環境学習施設の活用

県内各地の拠点施設で体験型の学習を進めるとともに，各施設で実施される自然

体験活動等の情報を施設相互に提供しあい，拠点間の連携を図り効果的な環境学習

を進めていきます。

なお，環境学習の拠点施設としては，生命と環
い の ち

境の学習館，屋久島環境文化村センター，屋久島

環境文化研修センター，県立博物館，県立青少年

研修センター，県立霧島自然ふれあいセンター，

県立南薩少年自然の家，県立奄美少年自然の家，

鹿児島市立少年自然の家，出水市青年自然の家，

川内市立少年自然の家，国立大隅少年自然の家，県民の森，照葉樹の森，大隅広域

公園，北薩広域公園，上野原縄文の森，かごしま県民大学中央センター，県地球温

暖化防止活動推進センター，鹿児島大学生涯学習教育研究センター，国立公園の博

物展示施設である高千穂河原ビジターセンター及び桜島ビジターセンター，奄美野

生生物保護センター，職員研修施設としての自治研修セ

ンター，県総合教育センターなどが挙げられます。

特に，施設内で常設展示や企画展，ワークショップ等を

行っている生命と環境の学習館や県立博物館などについ
い の ち

ては，情報の効果的な提供により利用者数の拡大や施設

の活用を図ります。

（３）学習に必要な教材の整備と提供

行政，学校，事業者，地域社会等の様々な場やテーマ，発達段階，理解力等に応じ

た環境学習プログラムを開発し提供します。

また，ネイチャーゲームやプロジェクトワイルド等の既存の環境学習プログラムに

加えて，各種の教育団体，国や他の都道府県が開発した，体験型環境学習用のプログ

ラムについての情報収集を行うとともにその普及に努め，必要に応じて独自のテーマ

を伝えるためのプログラムを開発し，学びたい人や環境学習の指導者に広く提供して

いきます。プログラム提供に当たっては，安全管理対策についての知識や技能の情報

も合わせて提供します。さらに，生命と環境の学習館を中心に各拠点施設に環境白書
い の ち

や専門書などの資料，ビデオやＤＶＤ，測定観察のための機器類，体験型実践型

環境学習のためのハンドブック，指導キット等の必要な教材を整備するとともに，必

要に応じ提供し活動をサポートしていきます。

また，どこにどのような教材が配備されているかといった情報を生命と環境の学習
い の ち

館においてインターネット等により提供します。
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（４）指導体制の充実

県が既に行っている環境学習アドバイザーや景観アドバイザー等の人材派遣制度や

地球温暖化防止活動インストラクター，グリーンマスター，水産業体験学習インスト

ラクター等の人材登録制度等について，様々な主体の多様なニーズに対応するため内

容の充実を図っていきます。

４ 生命と環境の学習館を拠点とした情報の提供
い の ち

環境保全活動環境学習の実施時期やその内容等に関する情報や，環境学習を進める

際に必要な環境問題に関する基礎的な情報から国際情勢，自然環境生活環境の現況，

ライフスタイル 消費行動に関する情報 さらには地域の人材や教材等の情報までを生命， ，
い の ち

と環境の学習館において総合的に提供していきます。

このため，生命と環境の学習館においては，生涯学習情報ネットワーク（かごしま県
い の ち

民大学中央センター内）( 30)との連携を図り，総合的かつ一元的な情報収集提供を*

行うための環境情報ネットワークとして，人材バンク，教材バンク，情報交換のための

「 （ ）」 ，メーリングリスト等の機能を備えた 県環境情報提供システムK-NET 仮称 を構築し

県民の多様なニーズに応えていきます。

５ 推進体制

（１）中核拠点の整備

環境保全活動や環境学習を効果的に進めるため，環境問題等の普及啓発から人材や

教材等の情報の収集提供，環境学習プログラムの開発提供まで環境保全活動や環

境学習の推進に必要なことについて総合的に対応できる中核拠点として生命と環境の
い の ち

学習館を活用します。

なお，既存施設の機能との連携も図りながら進めます。

（２）推進体制の確立

環境保全活動や環境学習の推進に当たっては，県，市町村などの各主体間の連携を

図りながら進めます。

なお，県は 「県庁環境学習推進連絡会議（仮称 」を設置し，環境保全活動や環境， ）

学習を推進するとともに，関連施策の進捗状況を点検し，この基本方針の適切な運用

を図ります。

*30 生涯学習情報ネットワーク

かごしま県民交流センターが開設しているホームページによる情報提供システムであり，生涯学習に

関する講座研修情報やイベントお知らせ情報など様々な情報を提供しています。

ホームページアドレス http://www.kagoshima-pac.jp/jp/db/shogai.html
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習 推進基本方針の概要



 １．目的（第1条）
　この法律は、持続可能な社会を構築するため、環境保全の意欲の増進及び環境教育の推

進に必要な事項を定め、もって現在及び将来の国民の健康で文化的な生活の確保に寄与す

ることを目的とする。

 ２．定義（第2条）
　この法律において、環境保全の意欲の増進とは、環境保全に関する情報提供並びに環境

保全に関する体験機会の提供及びその便宜の供与をいう。

　この法律において、環境教育とは、環境保全についての理解を深めるために行われる環

境保全に関する教育及び学習をいう。

 ３．基本理念（第3条）
　環境保全の意欲の増進、環境教育等について、自発的意思の尊重、多様な主体の参加と

協力、透明性及び継続性の確保、森林、田園、公園、河川、湖沼、海岸、海洋等における

自然環境を育成すること等の重要性に係る理解の深化、国土保全等の公益との調整、地域

の農林水産業等との調和、地域住民の福祉の維持向上、地域における環境保全に関する文

化及び歴史の継承への配慮等の理念を定める。

 ４．各主体の責務（第4条～第6条）
　事業者、国民及び民間団体は、環境保全活動及び環境教育を自ら進んで行うよう努める

とともに、他の者の行う環境保全活動及び環境教育に協力するよう努めるものとする。

　国及び地方公共団体は、事業者、国民及び民間団体との連携に留意し、環境保全の意欲

の増進及び環境教育の推進に関する基本的、総合的な施策を策定、実施するよう努めるも

のとする。

 ５．基本方針等（第7条、第8条）
　国は、環境保全の意欲の増進及び環境教育の推進に関する基本的な方針を定めるものと

する。

　地方公共団体は、自然的社会的条件に応じた環境保全の意欲の増進及び環境教育の推進

に関する方針、計画等を作成し、公表するよう努めるものとする。

 ６．学校教育等における環境教育に係る支援等（第9条）
　国、都道府県及び市町村は、学校教育及び社会教育における環境教育の推進に必要な施

策を講じるものとし、学校教育における体験学習等の充実、教員の資質向上の措置等を講

ずるよう努めるものとする。

 ７．職場における環境保全の意欲の増進及び環境教育（第10条）
　民間団体、事業者、国及び地方公共団体は、その雇用する者の環境保全に関する知識及

び技能を向上させるよう努めるものとする。

３ 環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推進に関する法律の概要
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 ８．人材認定等事業の登録等（第11条～第18条）
　環境保全に関する知識及び環境保全に関する指導を行う能力を有する者を育成又は認定

する事業を行う国民、民間団体等は、その事業について、主務大臣の登録を受けることが

できることとし、これに必要な手続等を定める。

　主務大臣は、環境保全に関する人材の育成又は認定のための取組及び人材の育成のため

の手引その他の資料等に関する情報の収集、整理、分析及び結果の提供を行うものとする。

 ９．環境保全の意欲の増進の拠点としての機能を担う体制の整備（第19条）
　国、都道府県及び市町村は、国民、民間団体等が行う環境保全の意欲の増進と相まって、

環境保全に関する情報の提供、助言及び相談並びに便宜の供与等の拠点としての機能を担

う体制を整備するよう努めるものとする。

 10．国民、民間団体等による土地等の提供に関する措置（第20条）
　国は、国民、民間団体等がその有する土地又は建物を自然体験活動その他の多数の者を

対象とするのにふさわしい環境保全の意欲の増進に係る体験の機会の場として自発的に提

供することを促進するために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

 11．協働取組の在り方等の周知（第21条）
　国は、協働取組（二以上の国民、民間団体等がそれぞれ適切に役割を分担しつつ対等の

立場において相互に協力して行う環境保全の意欲の増進その他の環境の保全に関する取組

をいう。）の有効かつ適切な実施の方法等の周知のために必要な措置を講ずるよう努める

ものとする。

 12．財政上の措置等（第22条）
　国及び地方公共団体は、環境保全の意欲の増進及び環境教育の推進に必要な財政上又は

税制上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。

 13．情報の積極的公表等（第23条）
　国、地方公共団体、民間団体及び事業者は、環境保全の意欲の増進の内容に関する情報

その他の環境の保全に関する情報を積極的に公表するよう努めるものとする。

 14．配慮等（第24条）
　国及び地方公共団体は、環境保全の意欲の増進又は環境教育を行う国民、民間団体等の

自立性を阻害することがないよう配慮するとともに、当該措置の公正性及び透明性を確保

するために必要な措置を講ずるものとする。

 15．附則
　この法律は、平成15年10月1日から施行する。ただし、人材認定等事業の登録等に係る
規定は、平成16年10月1日から施行する。
　政府は、この法律の施行後５年を目途として、この法律の施行の状況について検討を加

え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。
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環境の保全のための意欲の増進及び
環境教育の推進に関する法律の概要と背景

　国民、NPO、事業者等による環境保全への理解と取組の意欲を高めるため、環境
教育の振興や体験機会、情報の提供が必要

　地球温暖化の防止、自然環境の保全・再
生をはじめ環境保全上の課題が山積
　　　　　　　　　↓
各界各層の自発的な環境保全取組が不可欠

　ヨハネスブルグサミットでの小泉総理
の提案、持続可能な開発のための教育の
１０年国連決議等を受けた環境保全を担
う人づくりを進める気運の高まり

持続可能な社会

第7条、第8条
基本方針等

法の範囲

寄
与

環境保全活動

法
の
中
心
的
内
容

第3条　基本理念
第4条～第6条　各主体の責務

環境保全の
意欲の増進

環境教育

第3条　基本理念
第4条～第6条　各主体の責務
第10条　職場における環境保全の意欲の増進
第11条～第15条　人材認定等事業の登録等
第16条　都道府県又は市町村が行う人材の育成又

は認定のための取組に対する情報提供等

第17条　人材の育成又は認定のための取組に関

　　　する情報の収集、提供等

第18条　人材の育成のための手引その他の資料

　　　等の質の向上

第19条　環境保全の意欲の増進の拠点としての機

　　　能を担う体制の整備

第20条　国民、民間団体等による土地等の提供に

関する措置

第21条　協働取組の在り方等の周知

第3条　基本理念
第4条～第6条　各主体

の責務

第9条　学校教育等にお

ける環境教育の支

援等

第10条　職場における

環境教育

理解の深化、
意欲の増進

第22条　財政上の

　　　　措置等

第23条　情報の積極的

　　　　公表等

第24条　配慮等
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はじめに

１．環境保全の意欲の増進及び環境教育の推進に関する基本的な事項

将来世代に配慮
した長期的な視点

地球の営みと絆を
深める社会・文化

持続可能性を高め
る新しい発展の道

参加・協力、役割
分担

①意欲の増進 ②環境教育の推進方策

〇地球温暖化問題等の課題に様々な主体
が、自ら進んで取り組むことの重要性

○あらゆる主体に取組が広がっていくこと
の重要性

〇社会・地域・家庭における環境保全の意
欲の増進を進める環境整備

持続可能な社会づくりに主体的に参画

との関わりの学習

〇環境問題をとらえる客観的、公平な態度

〇恵み豊かな環境を大切に思う心

〇いのちの大切さ

２．政府が実施すべき施策の基本的な方針

①意欲の増進、環境教育推進の考え方 ②環境教育の推進方策の考え方

〇国民、民間団体との連携
〇民間の自発的な意志の尊重
〇適切な役割分担
〇参加と協力
〇公正性・透明性の確保
〇継続的な取組
〇自然環境の維持管理の重要性
〇様々な公益への配慮

〇関心から、具体的行動に向けた一連
の流れに位置付けて実施
〇継続的実践体験を中心に位置付ける
〇体系的・総合的・効果的仕組みの構築

場をつなぐ、主体をつなぐ、施策をつなぐ

４ 環境保全の意欲の増進及び環境教育の推進に関する基本的な方針の概要

（１）私たちの目指す持続可能な社会と環境の保全

【施策の考え方】

【手法の考え方】

【目指す人間像】

【環境教育の内容】

〇環境にかかわる人間と環境、人間と人間

（２）取組の基本的な方向

（１）環境保全の意欲の増進、環境教育の推進に当たっての基本的な考え方
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①学校、地域、社会など幅広い場における環境教育

〇学校における環境教育
○社会等幅広い場における
環境教育の推進
〇プログラムの整備
〇各主体の連携

〇環境に関する研修などの充実
○ボランティア活動の促進
○情報の提供、表彰

〇民間の人材育成、認定事業の登録制度
〇人材育成、人材認定事業に関する情報提供等

〇政府の拠点機能整備
〇地方公共団体の拠点機能整備に対する支援

〇学校の教職員の資質の向上
〇人材の育成・活用
〇情報の提供
〇調査研究

②職場における環境保全の意欲の増進及び環境教育

③人材育成、人材認定事業の登録及び情報提供

④拠点機能整備

⑤民間による土地等の提供に対する支援
○支援の輪、関係者間の連携の促進、促進制度の活用

⑥各主体間の連携、協力、協働取組の在り方の周知

○協働についての関係者間の理解の深化、ファシリテーター活用、養成

⑦情報の積極的公表
〇政府の保有する情報の積極的公表
〇公表された情報の収集、整理及び分析並びに結果の提供

⑧国際的な視点での取組

〇持続可能な開発のための教育の１０年など国際的な動きを踏まえた国内での対応
〇国際社会との協力

○政府と地方公共団体 ○関係府省間

３．その他の重要事項
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（１）各主体間の連携
○政府と国民、民間団体、事業者

（２）法施行状況検討、見直しの準備

（２）環境保全の意欲の増進、環境教育の推進のための施策
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